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１　問題の所在
　存続する組織は，目標達成を支援するコントロール・メカニズムが重層的に
かつ巧妙に仕組まれている。それは通常，組織行動において作動するのが当り
前のものとしてあまり気に止められることがないが，目標が達成されない場合
や不祥事等が発覚した場合，まず問われるのが組織におけるそのコントロー
ル・メカニズムである。なぜなら，意図どおりにコントロールが作動していれ
ば，目標が達成され，不祥事も起こらないはずだからである。
　こうした観点から，組織コントロールは組織が存続するためにきわめての重
要な現象であると位置づけられ，主要な研究対象とされてきた。また伝統的に，
マネジメント・プロセスの重要な一側面としても扱われてきた。経営者は，マ
ネジメント機能としてのコントロール活動を通じて，経営資源の効率的な活用
を実現し，組織目標の達成を図っている。しかし近年，組織コントロールの研
究はあまり展開されていないのが実状である。組織コントロールが組織現象と
して見られなくなり，その重要性が失われたわけではないのに，それはなぜな
のだろうか。
　この点に関しては，いろいろな理由が考えられる。たとえば，組織を取り巻
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く環境の変化，とりわけグローバル化やネットワーク化の進展による組織現象
の多様化・複雑化である。そのために，伝統的なコントロール論が対象とする
組織の内部問題より，環境変化がもたらす組織の対外的な問題へ関心が移り，
コントロール問題は蚊帳の外に置かれるはめになったからである。さらに言え
ば，変化する市場環境において競争を有利に展開する経営戦略への関心の高ま
り，組織間の提携などネットワーク技術を活用した新しい組織形態への関心の
高まりによる研究の多様化である。組織間の提携などが実際上盛んになること
により，単一組織を対象に議論されてきた従来の組織コントロール論では対応
できない状況が生起するとともに，新たな組織形態であるネットワーク型組織
など，組織のあり方が主要な議論として俎上にのり，組織コントロールについ
ては関心が薄れていった感があるのである。
　Aldrich（1979）によれば，組織コントロールの研究は，大規模な成熟した
組織における特徴や効果としてのみに関心が寄せられ，組織の変化ととともに
そのようなコントロール・メカニズムがいかに構築されたかについてはほとん
ど関心が持たれてこなかった。また Child（2005）も，コントロールは確かに
マネジメントにとって欠くことのできないプロセスだが，組織論者は他の現象
に関心を寄せそれを無視していると指摘し，コントロールの重要性とは裏腹
に，近年それへの関心が薄れていることを明らかにしている。
　組織コントロール論は，伝統的に，単一組織おけるコントロール手段に焦点
が当てられ，近年のますます複雑化しダイナミックに変化する現実の組織には
その理論が適用不可能になりつつある，と断言できるのかもしれない。つまり，
組織を構成する要素の相互依存関係がますます複雑になり，それをコントロー
ルするには従来の考え方では不可能になったにも関わらず，新たな視点による
コントロール手段の必要性が認識されてこなかったのである。したがって，組
織間の提携やネットワーク化など，従来には見られない新しい組織形態に照応
した組織コントロールについての認識不足を解消し，今やそれぞれのあり方
596
301組織コントロールの多様性
が，関係性のコントロールとして問われるべきなのである。
　かつては，マネジメント論や組織論の重要問題として広く研究されてきた組
織コントロールの研究だが，近年その状況が一変したため，組織現象としてそ
の重要性がなくなったわけではないが，研究者の関心は違う方に移ってしまっ
たのである。それは，市場競争が激しくなるとともに，組織の連合，提携が進
展し，組織自体のあり方が問われるようになったからに他ならない。
　本稿では，以上のような組織コントロール研究の動向を踏まえ，重要さが失
われたわけではない組織コントロール研究の新たな復活を目指すものである。
そして，組織コントロール問題の本質に焦点を当て，環境変化を背景とした組
織コントロールの変容を踏まえながら，その新しい組織コントロールのあり方
を探るものである。
２　組織コントロールの多様な研究
2. 1　研究対象としての組織コントロール
　組織が複雑になり多様な側面を有するようになると，組織コントロールも多
様な様相を示すことになるのは当然である。一般的に，組織行動のインプッ
ト・プロセス・アウトプットの側面に関する組織コントロール，経営資源の活
用と開発に関する組織コントロール，そして組織のステークホルダーにかかわ
る組織コントロールなどが問題とされる。そこで，組織間提携などによる組織
のネットワーク化で組織全体の複雑さが増すと，組織の存続はそのコントロー
ル次第という側面が際立ってくるため，組織コントロールの重要性はますます
高まるといえるのである。
　こうした組織コントロールの現象を広く見ることができるようになった背景
は，グローバル化による市場競争の激化や，情報技術の革新を通じたネット
ワーク化の進展によって組織のネットワーク現象の多様化が進み，理論的にも
実践的にもコントロールの効果を発揮できる状況が広がり，その領域が拡大し
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たからである。
　組織コントロールを如何に捉えるかに関して，歴史的には，組織コントロー
ルの主たる当事者であるマネジャーの行動に焦点が当てられ，論じられてき
た。その際，研究者は組織コントロールが実際に作動する様々な方法について
注目し，具体的には，目標達成を確保するために有効なリーダーシップのあり
方や合理的なルールの適用，文化規範の活用，誘因システムの定着，直接的監
視，などを研究の対象にしたのでる。
　そして，組織コントロールは，組織における各業務を対象とした部分的なコ
ントロールから，組織全体のコントロール，および組織間やステークホルダー
との関連においてもコントロール対象が広がり，実践されるようになってき
た。
　したがって，組織コントロールという用語を用いても，論者によって，組織
における業務レベルのコントロールを想定する者から，組織全体のコントロー
ルを想定して論じる者など，それぞれが捉える組織コントロールは共有するこ
とはなくバラバラの状況である。こうした状況を背景に，組織コントロール研
究は，次第に分散化傾向を増し，これがやがて，研究の停滞をもたらすことに
なってしまった一因といえるのである。組織コントロール研究の発展にとっ
て，それは致命的な障害となったといっても過言ではなかろう。そうした研究
の障害を回避するためには。組織コントロールとは何かをきちんと整理してお
くことが必要である。そして，組織コントロール研究と称するものの実態をき
ちんと捉えることが必要である。
　組織コントロールは，既に述べたように，組織における部分的なものから，
組織全体のコントロールを対象にするものまで広がりを持っている。しかし，
組織コントロールという概念を厳密に定義すれば，組織自体のコントロールで
あって，業務コントロールやマネジメント・コントロールに過ぎない組織にお
けるコントロールとは異なるのである。本稿では，組織コントロールを組織の
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コントロール，換言すれば，組織自体の成果に影響するコントロールを対象と
するものでる。
　また，組織コントロール研究を混乱させているのは，以下のように，組織コ
ントロール研究の対象が異なるからである。すなわち，組織コントロールの研
究対象は大きく分けて，①組織コントロールを構成する，ないし規定する要因，
②組織コントロール現象自体の内容やシステム，そして，③組織コントロール
が及ぼす影響結果，の３つに分けることが可能である（図１）。
　従来，組織コントロール研究とされてきたのはほとんど，組織コントロール
自体の内容やシステムに関するものであった。その基本認識は，存在論的に，
現実に理想的な組織コントロールがあるはずで，それが実現できれば組織目標
は達成され問題など生じるはずがない，というものである。そして，それを少
し発展させた見方として，状況により組織コントロールのあり方は変わり得る
という捉え方がなされた。
　こうした観点からいえば，従来の組織コントロール研究でまだ十分に解明さ
れていない研究分野が何かは明らかである。それは，組織コントロールを構成
図１　組織コントロールの研究対象
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する，ないし規定する要因についての研究である。別の観点からいえば，有効
な組織コントロールがどのように形成されるかについての研究である。
2. 2　組織コントロール論の発展
　歴史を振り返れば，科学的管理法の時代から既に組織コントロールの発想が
見られる。すなわち，科学的管理法の本質は，意図した生産性目標を達成する
ための方策を，時間研究や動作研究を通じて得た客観的なデータを通じて基準
を科学的に示すことにあったが，そのために必要とされたのが，工場レベルと
はいえ目標達成のために必要な組織コントロールの発想であり，組織における
その仕組みでる。
　また，人間関係論の登場においても，組織コントロールの発想が見られる。
つまり，ホーソン実験において職場レベルの人間関係次第で生産性の向上が見
込まれることが判明したが，それが功を奏するには，インフォーマル・グルー
プの存在を前提に，その影響への対処，つまりコントロールが重要であるとい
う点である。ここにも，対処法として組織コントロールの発想が見られる。
　こうした，伝統的な組織コントロールの捉え方は，組織におけるコントロー
ルだったが，C. バーナードやH. サイモンを嚆矢とする近代組織論においては，
組織の存続を意図した組織コントロールの発想が基本にあったと想定される。
すなわち，組織が存続するために必要な諸条件を満たすために，組織全体にか
かわるコントロールは不可欠なのである。
　いうまでもなく，組織におけるコントロール論は，計画や予算との関わりを
軸にその目標達成を図る内部コントロール論として，またマネジメント機能の
一環であるマネジメント・コントロール論（Anthony, 1988）として議論が展
開されてきたが，しだいに，コントロール対象を拡大し，組織コントロールの
多面性を問題とするようになったのである。それゆえ，組織コントロールの対
象を明確に規定しようとする場合も，それを捉える時点に応じて，事後コント
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ロール，事前コントロール，事中コントロールに識別できる（Gerlof, 1985）。
また，情報伝達の観点から，アウトプットを起点とするフィードバック型，イ
ンプットを起点とするフィードフォワード型，システムの外部を起点とする
オープンループ型のコントロール・タイプに分けることも可能である。
　こうしたコントロール対象の捉え方については，さらに，組織内の業務レベ
ル，組織レベル，組織外の組織間（ステークホルダー）レベル（Dekker, 
2004）においても可能であり，それぞれをベースに多様な観点からコントロー
ル論が展開されてきたといえる⑴。
　組織レベルにおけるコントロール論は，基本的に，支配連合体による決定前
提のコントロールとして展開される（Thompson, 1967）。支配連合体によるコ
ントロールは，実際の業務行為が適切かそうでないかを判断する際に，彼らの
もつ知の前提から派生するものであり，したがって，そこでコントロール対象
となるのは，組織行動とその行動から生み出される成果であり，それを監視・
評価するプロセスがコントロール・メカニズムの核心となる。
　一般に，組織の成果は客観的な数値で把握できる場合が多く，もしそれが容
易に理解できて妥当なものなら，成果がコントロールされることになるが，反
対に，成果の測定が容易でなく妥当性にも疑問が生じる場合には行動がコント
ロールされることになる。
　組織コントロール問題は，マネジメント論中心だった経営学が組織論や戦略
論を中心に展開されるようになったことと連動して，業務レベルから組織レベ
ル，組織間まで広がってきたのは必然といえよう。とはいえ，伝統的な組織コ
ントロールの側面と共通するのは，インプット→プロセス→アウトプットの各
側面で捉えるという点である。
　具体的にいえば，インプット側面は，仕事の生産性を高めるのに必要な技能
や態度をもつ人を確保しようとするリクルート活動においてみられる。これ
は，フィードフォワード型のコントロールであるが，応募者の仕事に対するモ
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チベーションやコミットメントの程度を直接観察できないため，実際のコント
ロールは難しい。プロセス側面においては品質コントロール（QC）の場合が
該当する。その他，組織におけるコントロールの実践は，報酬システム，制裁
措置，組織メンバーの社会化，組織文化，リーダーシップといった組織の具体
的な局面において記述可能である。これらは，組織メンバーを方向づけモチ
ベートするという意味で組織レベルにおけるコントロール・メカニズムといえ
のである。
2. 3　組織コントロールの変容モデル
　いずれにせよ，組織におけるコントロールの論者は，それぞれの理論的背景
から有効なコントロール・メカニズムを明らかにしようとしてきたのである。
しかし，そのほとんどは，業務レベルなど，特定の分析レベルにおける効率性
追求のコントロールのみに焦点を合わせたもので，組織行動の部分的なコント
ロール・メカニズムの解明が主であった。また，それらをベースに組織全体の
コントロール有効性を高める統合の試みもなされたが，効率性を軸とした限定
的なものにすぎなかった（Flamholtz, et. al., 1985）。そうした中で，環境変化
への組織対応が求められるようになるにしたがい，しだいに，組織内の部分的
なコントロールから組織全体のコントロール，組織外のコントロールへと広が
りを見せるようになっていったのである。そこで問題となったのは，安定した
環境下で有効な効率性を図るコントロールに対して，環境変化に対して有効な
柔軟性を図る組織のコントロール・メカニズムはどのようなものであろうか，
ということである。
　以上のように，研究対象の変化に沿って組織コントロールもその内容を豊か
にしてきたといえよう。そして，こうした組織コントロール論の発展を踏まえ
たThompson（1967）は，複雑な組織を前提に組織コントロールのダイナミク
スを明らかにし，その本質と限界を指摘したのである。彼によれば，多様な相
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互依存関係が見られる組織現象において，完全にコントロールできる状況は限
られており，組織の全権を握ったとしても，他組織に依存する状況になれば，
完全なコントロールはもはや不可能になってしまうのである。したがって，組
織コントロールを意図的に効果あらしめるのは，組織を構成する相互依存関係
の対処次第といえるのである。
　コントロール概念は，基本的に，組織目標を達成するために望ましい方法で
組織メンバーを方向付け，動機づけるプロセスであると捉えられる。ところが，
「是正措置」，「影響プロセス」，「目的関数の最大化策」など，論者によってそ
の重きに違いがあり，捉え方が異なるのが実状である。
　そうした状況において，組織コントロール論が低迷したのは，先に触れた点
に付け加え，次の問題点を抱えたからである。すなわち，組織コントロール概
念の多様性ばかりでなく，対象とされる組織コントロールの拡散，また，複雑
な組織現象を前提するにもかかわらず単純な組織コントロールの措定，そし
て，組織コントロールの変容に関する理解不足等の問題点である。これらは，
組織コントロールが重要だと理解されても，研究者間で共有不可能な研究領域
だということを示唆するものであり，まさに研究が発展しない原因といえる。
したがって，組織コントロール研究を発展させるには，これらの問題を解決す
ることがまず求められなければならない。
　そのためには，多様なコントロール概念とコントロール対象を整理すること
が必要である。その点について Cardinal, et. al.（2010）は，Ouchi（1977）の
組織コントロール類型論を踏まえ，インフォーマル・コントロールとフォーマ
ル・コントロールに対する依存状況で，いずれに対しても依存度が低い市場コ
ントロール型から，インフォーマル・コントロールの方に重きがあるクラン型，
フォーマル・コントロールに重きがある官僚型，そしていずれも重視する統合
型コントロールに識別可能であると整理した。そして，コントロール・タイプ
が有効であるには，環境変化に応じて変化する必要がある事が明らかにされた
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のである。
　また，組織コントロール問題として取り上げられる領域は，その対象となる
組織のインプット，プロセス，アウトプットについてばかりでなく，組織コン
トロールのシステム
4 4 4 4
として，市場型，官僚型，クラン型の関係性が明示された。
それは，Ouchi による単なるコントロール類型論では組織問題が解決されない
という認識のもと，それらを構成するシステム，メカニズム，理論を包括して
コンフィギュレーションとして捉えることが可能である，とういう新しい視点
を提示したのである。
　Cardinal, et. al. の見方は，従来の組織コントロール論に欠けていたコント
ロールの変容を明らかにしており，組織コントロール研究に新たな一歩を刻ん
だものといえるのである。すなわち，組織コントロールは組織のライフサイク
ルに応じて変化することが理論的に明示され，組織コントロールのダイナミッ
ク・コンフィギュレーション・アプローチの可能性を強調したのである。
　基本的に，組織コントロールの変容は以下のように３つのモデルに集約可能
である。すなわち第一のモデルは，市場の失敗という発想を生かし，当初の市
場によるコントロールが機能しなくなると官僚機構によるコントロールに移行
せざるを得ない，という組織コントロールの変容に着目するものである。換言
すれば，市場か組織かの問題に絡めて，市場の失敗は組織が代替せざるを得な
い，つまり，市場によるコントロール（見えざる神によるコントロール）から
官僚によるコントロール（見える神によるコントロール）に転換せざるを得な
いということを意味しているのである。しかし，官僚機構によるコントロール
も万全でなく失敗すると，統合モデルにその解決を求めざるを得ないというモ
デルである。
　第２のモデルは，Delbridge（2010）が明らかにしているクリティカル・ア
プローチ⑵によるものである。この場合，組織コントロールについて，当初は
パワーにそれほど頼らないものだったが，時間の経過とともに，パワーに頼る
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コントロールに転換する姿を描くものである。
　第３は，ライフサイクル・モデルであり，コントロールは組織が存続する際
の変化プロセスを構成する要因の１つに過ぎなく，最初は市場によるコント
ロールだったものが，組織が発展すると，クラン型のコントロールに転換し，
やがて統合型のコントロールに転換するというものである。
　これら３つのモデルを統合しようとするのが，Cardinal, et. al.（2010）の主
張するコンフィギュレーショナル・アプローチである。すなわち，コントロー
ル類型としての市場型，クラン型，官僚型，統合型といったバリエーションが
組織コントロールを考える前提となり，マーケット型からクラン型に移行する
ものがある一方，インフォーマルなコントロールよりフォーマルな官僚機構に
よるコントロールが見られるというモデルである。また，マーケット型が少し
は残るも，クラン型によるコントロールが消滅すると，官僚型から統合型へ移
行せざるを得ないというモデルであり，組織コントロールの変容に内在するロ
ジックを明らかにしようとするものである。
　組織コントロールの変容をモデル化が進むことによって，組織コントロール
論の方向性が明らかになりつつあるが，環境変化を背景に新たな組織現象が増
大する中で，その内容自体が問われるのである。
３　組織コントロールにおける戦略とコスト
　組織コントロールを議論する場合，環境変化との関係を無視することができ
なくなったが，それは，環境変化によってコントロールを構成する要因が変化
し，新たにコントロール内容を刷新することが求められるようになるからであ
る。そのため，組織としてはまず，そうしたコントロールに影響する要因が何
か分からない不確実な状況をできるだけ削減すべく，コントロール要因に注目
することが必要になる。そこで展開されるのが，いわゆる組織のあるべき姿を
規定する戦略コントロールである。
605
310 早稲田商学第 431 号
　戦略コントロールは，変化する環境に適応する戦略の策定，実施，評価とい
う戦略マネジメント・プロセスにおけるコントロール問題を総称するものであ
り，戦略プロセスの実現が意図されている。したがって戦略コントロールは，
基本的に，組織における戦略策定と実施を有効な資源配分によって実現するた
めのものであり，具体的には，戦略の前提コントロール，実行コントロール，
監視という３段階で構成されると理解される（Schreyogg & Steinmann, 
1987）。しかし，こうした戦略コントロールは実践上うまく活用されてこなかっ
たというのが実状である。Goold & Quinn（1990）はその状況を，「戦略コン
トロール論のパラドックス」と捉え，実践的に有用な戦略コントロール論が発
展すれば発展するほど，実践との乖離が進んでしまい，戦略コントロールは使
い物にならなくなる，という傾向を指摘した。もっとも，コントロールのパラ
ドックス現象は戦略レベルに限られるものではない。
　また組織の戦略は，実際上，トップダウン的な「意図した戦略」とボトムアッ
プ的な「創発戦略」が同時に並存しており，戦略コントロールとして求められ
るのは，意図した戦略と創発戦略の二つをうまく調節することである。それは，
別の観点からいえば，当初に意図した戦略を効率的に実行するとともに，革新
性のある創発戦略の実現を可能とするコントロール・メカニズムの必要性を意
味している。Mintzberg（1994）によれば，こうした戦略のコントロールには
２段階のプロセスがある。すなわち，第１段階は，実現した戦略を行動の流れ
のパターンとして追跡し，当初に意図した戦略の計画的実現だけでなく，当初
に意図しなかった創発戦略の実現を考慮に入れるものである。第２段階は，伝
統的なコントロールの手法で，現実に実現した戦略が組織にとっていかに効果
的であるかを考察するものである。戦略コントロールにおいては，コントロー
ルの有効性は意図した組織成果をもたらすかどうかが問われるのであって，計
画作成がうまくいったかどうかは問われない。
　このような理論的な背景の下で，戦略コントロールの可能性が広く認識され
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るにつれ，組織の実践において，一方で目標の効率的達成を図りながら，他方
で革新性を追求するという，相反する方向性の違いを巧くコントロールしなが
ら組織を持続的発展軌道に乗せることの可能性が認識されるようになった。そ
うなると，この相反する要求を実現する組織象が模索され，それに即した戦略
コントロールのあり方が問題と成らざるを得ないのである。
　この戦略コントロールを有効に実現するには，どのような条件が必要なのだ
ろうか。組織メンバーに自由（創発性）を与えるとともに，当初の設定目標に
向けてメンバー一人ひとりが効率性の高い働き方をするようにモチベートする
ことが不可欠というならば，それを担保する組織コントロールも必要にならざ
るを得ないのである。
　マネジメント・コントロール論においても相反する目標を同時に達成するた
めのコントロール論が模索されている。たとえば，効率性の追求と革新性の追
求というパラドクシカルな状況を巧く操縦するために，Simons（1995）は，
信条システム，境界システム，診断型のコントロール・システム，双方向型の
コントロール・システムというそれぞれ相互に関連し合うシステムを基本的な
コントロール・レバーとして活用することを主張している。彼は，こうした４
つのコントロール・レバーを選択的に活用することにより，戦略の実行ばかり
でなく形成についてもコントロール可能なことを示唆しているのである。
　戦略レベルのコントロールは，所与の目標達成という従来型のコントロール
ばかりでなく，環境変化に対応する組織行動の側面において新たなコントロー
ル・メカニズム構築の可能性を展開するのである。とはいえ，戦略コントロー
ルは組織コントロールと相対立するものではなく，組織コントロールとしての
位置づけを明らかにすることも要請される。なぜなら，組織の目標達成という
意味では，戦略コントロールも１つの手段であり，組織コントロールと整合し
なければ成らないからである。
　実際上，組織コントロールは，インターナル・コントロール（内部統制）と
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して制度化され，運用されている。その際，組織目標達成の手段であるはずの
内部統制そのものが目的と化してしまうことがある。いわゆる手段の目的化と
いう現象であり，そうなると，組織運営のコストが度外視されて運用されるこ
とも起こってしまう。
　組織コントロールを効果的に実現すればするほどコストが掛かるといえる
が，それには限界が想定されるのである。つまり，あるレベルまでコストに比
例してコントロール効果が上昇するが，それ以降，上昇率は低減し，臨界点に
達すると急にその効果が停滞して，そのまま持続するか，あるいは低下してし
まう。そのどちらに傾くかはまだ特定できず，不明な点は残るものの，組織コ
ントロールの効果とコスト（時間も含まれる）は一定の関係性を有しているこ
とは間違いない（図２）。
　そのため，組織コントロールについての理解を深めるには，コントロール効
果とコストとの関係明らかにすることが必要である。このことは，戦略コント
ロールについても然りであり，従来のコントロール研究に欠けていた大きな問
題点である。
　わが国における内部統制システムを見ると，制度化を義務づけられた組織に
図２　コントロール効果とコスト
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おいては特に，その構築と運用には多大の時間とコストが必要とされる。その
一方で，内部統制システムの効用次第で，コストも問題にならなくなる事例が
見られる。たとえば，内部統制システムを十分に活用した上で，組織の問題点
を発見し，ライバル他社よりも素早くその改善策を打ち出して対応できれば，
競争上優位に立てることができる。したがって，組織内のコントロールとして
の内部統制システムとはいえ，組織の将来に関わる戦略コントロールとの整合
性が重要な課題になってくるのである。
４　組織コントロールの多様性とその本質
4. 1　多様な組織コントロール
　コントロールは対象レベルがいかなるものでも，それぞれの目標を達成する
ための手段であり，それを有効に機能させる仕組みがあると想定される。そし
てその仕組みがコントロール・メカニズムないしシステムとして具体的に構築
されれば，意図通りに当初の目標達成が実現できるはずなのである。
　組織コントロールについて，組織社会に関わるシステム的観点からいくつか
にパター分けが可能であることを明らかにしたのがOuchi（1977）である。既
に指摘したように，彼によれば，組織コントロールは，クラン型，官僚型，市
場型のコントロール・システムに区分され，それぞれ状況に応じて有効なパ
ターンであることが例証されるのである。
　こうした組織社会のコントロール論に対して，組織内外のコントロールにつ
いての議論は，組織目標の達成を図るために有効な手段があり得るという存在
論的認識を前提に，コントロール・ロジックが展開されてきた。つまり，研究
対象であるコントロールを構成する要素間の因果関係（プロセスの筋道）を明
らかにすることを目指して，組織コントロールとは何で，それによって組織が
必然的にどうなるかに焦点をあわせて展開してきたのである。
　組織内コントロールの場合，たとえば組織目標は，具体的な売り上げ目標や
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ROI といった定量的な数値で多様に捉えることができるが，実際上，そうし
た目標としての数値に対して，効果的にそれを充足するためのメカニズムとし
てコントロール・システムが構築される。そして，組織目標達成行動を持続す
るために想定されるのが，組織行動の構成要素の整合性を図るコントロール実
現のロジックである。ここで重要になるのは，具体的にいえば，意図した組織
行動からの逸脱を修正するためのフィードバックでる。
　組織のコントロール構造は，基本的に，組織の目標，行動，測定・評価など
を要素とするが，目標によるフィードフォワードを前提に，行動，測定，評価
の各プロセスにおいてフィードバックが作動し，目標との差異が明らかになる
と，その修正作業が速やかに行われるメカニズムをもつ。したがって，目標達
成を指向する組織行動が持続するには，フィードバック機能を有効に活用して
組織の構成要素が整合されコントロールがうまく作動することが必要となる。
　一方，組織外コントロールの議論も，基本的には，組織目標達成を図るため
のコントロールが中心であるが，コントロール対象が対組織やステークホル
ダーであるため，組織内コントロールとは異なるロジックを必要とする。なぜ
ならば，各ステークホルダーは独自の行動基準で動くため，それらの間の整合
性を組織が容易に確保することができないからである。そのため，組織内とは
異なる組織外コントロール独自のロジック，すなわちステークホルダーに対す
る戦略コントロールのロジックが求められるのである。近年盛んなマルチ・ス
テークホルダー論だが，そこで問われるべきなのはマルチ・ステークホルダー
に対する組織コントロールないし戦略コントロールであり，換言すれば，それ
は関係性のコントロールに他ならない。
　組織コントロールに対するこうした多面的な見方の要請は，環境適応を意図
する戦略コントロールの場合に顕著である。予想外の環境変化にも対応可能な
戦略コントロールを構築しようとする場合，安易に組織内コントロールに有効
な静態的なロジックを援用することはできない。というのは，戦略コントロー
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ルと組織内コントロールでは，たとえば不確実性処理の観点でコントロール状
況が違うからである。今や，マルチ・ステークホルダー問題を見るまでもなく，
戦略コントロールの場合，組織コントロールとして環境適応を意図しなければ
ならないのである。
　ところで，組織コントロールは，組織における知識創造のプロセスにも関わ
るという視点に着目した研究もある。たとえばTurner & Makhia（2006）に
よれば，組織コントロールのパターンが異なれば，組織における知識の獲得，
移転，解釈，活用が異なるため，組織コントロールは，組織のイノベーション
を実現するための促進要因にも障害要因にもなり得るのでる。いずれにせよ，
組織コントロールがステークホルダーや知識など多様な側面を有していること
は明らかであり，しかもそれが拡大しているのでる。
4. 2　変容する組織コントロールの本質
　近年，グローバル化など不透明な環境変化が進展する中で，組織ネットワー
クなど過去にはない新しい組織現象が見られるようになり，組織コントロール
自体が新しいものに変容せざるを得なくなった。そのため，組織コントロール
に要請されるロジックは，旧来のものでは通用しなくなり，新しいロジックが
必要である。それが何であるかは，変容した組織コントロールの本質を解明す
ることによって明らかになるはずである。
　組織コントロールの変容は，コントロール現象が組織内から組織外へ，さら
に戦略へと拡張してきたことから明らかでる。しかもそれは，コントロールを
有効に作動させるためにコントロール対象に適した新しい考え方とその手段が
必要になることを示唆している。
　組織内外のコントロールと組織の戦略コントロールとではコントロール対象
が異なるため，それぞれのロジックに違いが生じ，その対処の仕方は当然異
なってしまう。とはいえ，その質的な違いは「多様性」と「多義性」の議論
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（Weick, 1995）を援用すれば，明快になる。
　多様性は，事実の多様性ということで客観的に把握可能な事実前提に関わる
ものであり，量的に削減可能だが，多義性は，価値観（人間観）が異なる決定主
体間の価値前提に関わるものであり，その削減につながる合意が得られにくい。
　したがって，コントロール対象の多義性が問題となる場合，決定主体間の合
意プロセス，つまり組織の経営陣や支配連合体が多義性削減の要となる。価値
観の共有を図る組織文化は，組織行動の方向性を規定するコントロール強化を
もたらすため，組織に浸透すればするほど，決定主体間で問題解決の合意が得
られやすくなり，多義性削減が促される。その意味で，組織文化は組織コント
ロールの規定要因であるといえよう。
　ところで，組織コントロールを存在論の観点から問うクリティカル・アプ
ローチは，言語および意味の重要性を強調し，構造と行為の相互関係を検討し，
行為を制約し促す歴史，制度，政治・経済，社会・文化の各コンテクストに分
析の焦点を当てたものである。そして，組織コントロールの存在は，既にある
のでなく，それに関わる組織の構成メンバーによって次第に特定されてくると
いう捉え方をするのである。
　もっとも，クリティカル・アプローチの軸となる批判的リアリズム（critical 
realism）の基本的な考え方は，客観化された社会的構造から構成される社会
的現実に焦点を合わせる客観主義者の立場からする社会的存在論を前提としな
がら，社会的構造は，当事者と他の社会的行為者による対話を通して解釈・構
築される，というさまざまプロセスで存在するようになるというものである。
この点から，クリティカル・アプローチによる組織コントロールは，完全に社
会的構成物であると主張されるものでなく，相対的に構造決定論でもなく，組
織コントロールのコンテクスト，プロセス，因果説明，重層的存在を強調する
ものである（Delbridge, 2004）。
　この考え方は近年，機能的分析を主眼とする組織論主流派（主にアメリカ）
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の研究者にも確かに影響を与え始めている。クリティカル・アプローチの枠組
みによれば，組織コントロールのプロセスと成果の観点を説明する際に，分析
レベルと時間軸の関連を決定づける要因の探求の可能性が広がるのである。そ
して，この立場の提供する組織コントロールの捉え方は，①時間経過に伴って
生じる組織パターンの変化をどのように評価するかを明らかにし，②これを局
所的にはミクロレベルで観察可能な経験的成果として扱う，というものであ
る。
　こうしたクリティカル・アプローチを代表とする解釈主義的な立場に立つ研
究者は，主流派の機能主義的研究者に対して，明確にコントロールを研究の俎
上に載せることで挑戦を挑み，組織コントロールの目的と結果という成果仮説
を避けるアプローチを取り入れるのである。したがって，組織コントロールの
多義性という解釈を有する問題に対して，クリティカル・アプローチはいろい
ろと貢献の余地が残されていると思われるのである。
　戦略コントロールの場合，事実をベースに戦略の策定をしても，将来像につ
いては多義性問題を含むことになり，多義性の削減が戦略コントロールの成否
に影響することになる。実際には，新規事業など多義性を含めば含むほど，戦
略のコントロールは困難になるのが普通である。将来の環境については，事実
を前提とした予測の場合，合意を得られ易いが，多義性を含んだ予測は合意を
得にくくなる。この場合，実際には関係者間でいろいろなディスコース（対話）
が展開され，多義性の削減が実現されるとともに，戦略の方向性が特定されて
いくと見なすことができるのである。
　組織コントロールのプロセスに目を転じてみると，それを説明するロジック
は，目標達成，パワー構造，組織文化，進化など多様な要素が含まれている。
これらはいずれも各組織独自のロジックで動くものであり，それぞれ整合性が
図られるが，組織を構成する要素間の相互関係は不透明である。そのため，機
能的にそのコントロール・プロセスを統合的に捉えようとする試みもいくつか
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なされてきた。
　たとえばDas（1993）は，組織コントロールのプロセスを「イナクトメント
→選択→保持」という進化的な見方で捉えながら，保持プロセスにおいては
「事実主義」，実現・選択プロセスにおいては「構築主義」，保持と実現・選択
プロセスの連結においては「行動主義」のロジックが有効であることを示した
上で，マルチ・パラダイムを支持する観点から，これらをすべて取り込んで展
開するコントロール・プロセスの統合的見方が可能になることを明らかにして
いる。
　またCardinal, et al.（2004）は，創業以来10年間存続した企業を対象に，組
織コントロールの創出とその変容を明らかにしている。すなわち，従来の研究
が，成熟して安定した組織のコントロールのみを対象にクロスセクショナルな
アプローチで分析してきたのに対し，彼らは，如何に組織コントロールが創出
されるのか，それはどのようなプロセスを経て変化・発展するのかという点の
解明を試みたのでる。その結果，どのような要因によって様々なコントロー
ル・タイプが生まれるかを分析した。そして特に，フォーマルなコントロール
とインフォーマルのコントロールの間に生まれるバランスの不均衡が既存のコ
ントロール・システムの変化をもたらす要因としての役割をはたすことを明ら
かにし，組織コントロールのダイナミック・モデル構築の可能性を示唆してい
る。つまり，既存の組織コントロールがバランスを欠いて不均衡になると，再
度バランスをとるような行為が展開されることを主張するモデルである。
　環境がたえず変化する中で，ある環境下で有効な組織コントロールがその有
効性を持続することは，変化なくしてあり得ない。その点から，コントロール・
システムのバランスを欠いた不均衡が時間を経て，さらに高度のバランス内包
する組織コントロール・システムの構築を可能とするモデルといえるである。
　繰り返しになるが，組織コントロールの研究は，組織内から組織外へ，さら
に，組織の戦略コントロールやコントロールの変容，コントロール・プロセス
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にまで拡張してきた。その結果，従来の一定のコントロール状況とは異なる変
化する状況を前提に，コントロールを規定する要因は何かに止まらず，状況変
化に対応する組織コントロールのあり方とその変化に研究者の関心はシフトし
きたのである。と同時に，コントロール・プロセスの観点からそれらを統合す
る可能性も見出されたが，コントロール状況の新たな変化は今後も続くため，
それに対応できるコントロールのロジックが依然として求められるのである。
　その点で，多様化する組織コントロールの本質を探るには，存在論的に有効
な組織コントロールが既にあるものとして論じるとともに，認識論的に，その
あり方を一面的でなく多面的に論じることが必要である。その結果，組織コン
トロールは，曖昧なものから特定化したものまで，組織の構成要素によって規
定される一方，他方それを規定する側面を有するものだと推定される。この点
こそ，組織コントロールの本質に他ならないといよう。
５　結び
　グローバル化や情報ネットワーク技術の革新を背景に，組織の環境変化はま
すます激しくなり，目標達成を図る組織コントロールは，環境変化に適応する
ダイナミックなものに変容せざるを得なくなった。しかも組織コントロールの
対象は，組織内のインプット・プロセス・アウトプットから組織外のステーク
ホルダーへ，そして業務レベルから戦略レベル，組織ネットワークへと領域を
拡張してきた。また組織コントロールの機能も，既存システムの維持から新し
いシステム構築へと拡大して理解されるようになった。それを典型的に表して
いるのが，戦略コントロールである。従来型の発想による戦略コントロールは，
意図した戦略を計画的に実現するメカニズムを意味したが，今や，意図した戦
略と創発戦略を並行的に実現するメカニズムとして期待され，組織における相
反するロジックの統合が求められているのでる。
　本稿では，組織コントロールの本質が，その構成要素によって規定されると
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ともに，構成要素を規定するという点にあることを踏まえ，変容する組織コン
トロールの現象に着目し，環境変化に対応して組織のコントロール・メカニズ
ムがどのように変わるのか，という組織コントロールに付随するロジックの解
明を多様性の観点から図った。その結果明らかになったのは，組織コントロー
ルのロジックがコントロールのあり方を明らかにする点，多様な価値観を背景
に生起する多義性問題への対処が有効な組織コントロール実現にとって重要に
なる点，環境変化に対応してコントロール・パターンが変容する点，そして解
釈を通じて多様なコントロール・ロジックの統合が可能である点である。
　組織コントロールは，組織の目標達成を基軸に組織プロセスの各局面で現象
として見られるが，その解明は機能主義的な分析が主となってきた。とはいえ
近年，クリティカル・アプローチを軸に解釈主義的分析への注目が高まる中で，
特に組織コントロールのディスコース分析は，組織コントロールの当事者間の
決定プロセスを極めるという点で可能性のあるところである。しかしはたし
て，そうした主観的な要素が多く含まれる分析は，組織ルーティンに帰結する
多様な組織コントロールの分析に妥当かつ有効であろうか。この点は，組織コ
ントロールを実践的に有効あらしめるために，さらに解明を要する今後の課題
といえよう。
注⑴　たとえば，資源依存パースペクティブによる組織の外部コントロール論（Pffefer & Salancick, 
1978），取引コスト・パースペクティブによる組織コントロールの類型（市場・官僚制・クラン）
論（Ouchi, 1977），コントロールとしての文化論（O’Reilly & Chatman, 1996）などマネジメン
ト論以外からも展開されている。
⑵　クリティカル・アプローチを代表するものに，CMS（Critical Management Studies）がある。
CMS自体はマルクス主義的な労働プロセス論から価値中立的なディスコース論まで多様であり，
マルチ・パラダイム化しており，基本的には，組織研究の主流である機能主義的分析の限界を補
う研究運動としての側面を有している。CMS による組織コントロール論については，Del-
bridged（2010）が詳しい。
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